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○田布施町河川環境保全条例

平成２８年３月３０日

条例第１２号

（目的）

第１条 この条例は、河川環境を保全するため、町、町民、事業者等の責務を明らかにするとと

もに、その他必要な事項を定め、人間の生存基盤である水資源の保全を図ることを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。

（１） 河川 河川法（昭和３９年法律第１６７号）第３条及び第１００条に定める河川並び

に同法が適用又は準用されない公共の水流及び水面をいう。

（２） 事業排水 事業者の事業活動に伴い排出される水をいう。

（３） 対象事業場 次に掲げる工場又は事業場をいう。

ア 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第８条第１項に規定

する一般廃棄物処理施設又は同法第１５条第１項に規定する産業廃棄物処理施設を設置

する工場又は事業場

イ その他町長が特に認める工場又は事業場

（町の責務）

第３条 町は、河川環境保全のため、総合的な施策の実施に努めなければならない。

（事業者の責務）

第４条 事業者は、河川環境保全のため、事業排水の適正な処理及び水質汚濁の防止に必要な措

置を講じるとともに、町が実施する施策に協力しなければならない。

（町民の責務）

第５条 町民は、河川環境保全のため、河川の水質汚濁の防止に努めるとともに、町が実施する

施策に協力しなければならない。

（関係機関との連携等）

第６条 町長は、河川環境保全のため、関係機関と連携を図るとともに、必要に応じて協力を要

請するものとする。

（啓発活動）

第７条 町長は、河川環境保全に関する知識の普及及び啓発に努めるものとする。

（投棄の禁止）
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第８条 何人も、河川の汚濁防止のため、みだりに空き缶、ペットボトル、ビニールごみその他

の廃棄物を河川に捨ててはならない。

（事業排水の浄化）

第９条 事業者は、可能な限り再生利用等の方法により事業排水を河川に排出しないように努め、

事業排水を河川に排出しようとするときは、法令等で定められた基準を厳守しなければならな

い。

（事前協議等）

第１０条 河川の流域内において、対象事業場を設置しようとする事業者は、事業計画書を添え

てあらかじめ町長に協議しなければならない。

２ 町長は、事業者から前項の事前協議があったときは、速やかに関係地方公共団体に情報提供

を行うものとする。ただし、上流地方公共団体への情報提供については、当該地方公共団体の

長の同意を得てこれを省略することができる。

（協議事項の変更）

第１１条 前条の規定による協議をした事業者は、その協議に係る事項を変更しようとするとき

は、速やかにその旨を町長に届け出なければならない。

２ 前条第２項の規定は、協議事項の変更について準用する。この場合において、同条第２項中

「事前協議」とあるのは「協議事項の変更の届出」と読み替えるものとする。

（水質保全協定）

第１２条 町長は、必要に応じて第１０条の規定により協議をした事業者と水質保全のために必

要な事項を定めた協定（以下「水質保全協定」という。）を締結するものとする。

２ 水質保全協定を締結した事業者は、これを忠実に履行しなければならない。

（水質調査及び公表）

第１３条 町長は、必要に応じて河川等の水質検査を実施し、その結果を公表するものとする。

２ 町長は、前項の調査の結果、水質に異常が認められたときは、速やかに関係機関と協力し、

適切な措置を講じるものとする。

（報告及び調査）

第１４条 町長は、必要に応じて事業排水を排出する事業者から事業場、事業の実施状況その他

必要な事項について報告を求め、又は職員をその事業場その他の場所に立ち入らせ、その状況

その他必要な事項を調査させることができる。

２ 前項の規定により立入調査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人に提示し

なければならない。
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３ 事業者は、正当な理由がない限り、第１項の規定による報告及び立入調査を拒み、又は妨げ

てはならない。

（勧告）

第１５条 町長は、この条例の施行のため必要と認めるときは、町民又は事業者に対し、勧告す

ることができる。

（命令）

第１６条 町長は、前条の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなく当該勧告に従わないと

きは、期限を定めて当該勧告に従うべき旨を命じることができる。

（氏名等の公表）

第１７条 町長は、前条の規定による命令を受けた者が正当な理由がなく当該命令に従わないと

きは、当該者の氏名等を公表することができる。

２ 町長は、前項の規定により氏名等を公表するときは、あらかじめ当該者にその旨を通知し、

弁明の機会を付与しなければならない。

（委任）

第１８条 この条例に定めるもののほか、この条例について必要な事項は、規則で定める。

附 則

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。


